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1．問題意識
　複雑化，多様化が進む市場環境において，消費者の選択行動そのものも決して単純では
なくなっている。消費者行動が「読めない」という現実的な課題に直面し，消費が二極化
しているどころか，「一万極化」しているという指摘すらある（井上・河野・中 2015）。
　類似した製品があふれるなか，また膨大な広告メッセージにさらされているなか，消費
者は，特定の購買目標を達成させるために，常に首尾一貫した「絞り込み」を行っている
のであろうか。恐らく，そのようには考えにくいであろう。むしろ，刻一刻と変化する環
境のなかで，些細なきっかけにより，選択の仕方や選択目標そのものを変えてしまうこと
も珍しくないように思われる。しばしば「消費者行動が読めない」といわれる原因の 1 つ
は，消費者行動研究で暗黙的に想定されてきた「首尾一貫型の消費者像」と，現実の「移
り気な消費者像」との間に生じた乖離にあるのではないか。
　こうした前提を踏まえ，本稿では消費者の「変容性」をキーワードとして提示し，消費
者行動研究における今日的課題を明確化していきたい。具体的には，まず，消費者行動研
究の理論的展開や購買意思決定プロセスに関する過去の代表的モデルを概観する。特定の
研究領域におけるパラダイムや，理論的関心の遷移を明確にすることは，取り組むべき課
題を特定するだけでなく，本稿の位置づけを明確にするうえでも欠かせない作業であると
考えられる。そのうえで，過去に提唱されてきた各種モデルで十分には捉えきれていなかっ
た死角部分を，「変容性」という概念を用いて明示していく。
2．消費者行動研究の理論的展開
2－ 1　初期の消費者行動研究
　第二次大戦後，マーケティング研究の発展とともに，既存の経済学モデルとは異なる対
象設定や方法により消費者行動研究が展開されてきた。
　1950～1970 年代は，主に社会学的観点から，消費者のパーソナリティやモチベーション・
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リサーチに注目した研究が行われている。ここでは，消費者の社会階層（Rich and Jain 
1968 ） や 準 拠 集 団（Cocanougher and Bruce 1971；Stafford 1966；Park and Lessig 
1977）といった社会的外部要因と購買行動との関係に注目が集まるとともに，モチベーショ
ン・リサーチの手法により，消費者の選択行動に対する動機，すなわち「なぜ」その製品
を購入した（あるいは，しなかった）のかという購買動機の解明が試みられてきた（Britt 
1950；Brown 1950；Haire 1950）。こうした試みは，学術的，実務的にも高い関心が寄せ
られ，特に Dichter が行った日用品購買に関する調査結果は大きなインパクトを与えるこ
とになる（Dichter 1964）。また，1960 年代，マーケティングにおける市場細分化の重要
性が指摘されるようになり，これと呼応するように消費者のライフスタイル研究が開始さ
れた。消費者のライフスタイルを 5 つに分類した VALS 研究などはその代表的な成果と
いえる（Kahle, Beatty and Homer 1986；Plummer 1974）。
2 － 2　新行動主義的モデルの開発
　モチベーション・リサーチの科学性に対する疑義が生じるとともに，いわゆる「認知革
命」と呼ばれる大きなパラダイム転換が発生したことを契機とし，消費者行動研究も従来
の社会学的研究法から，心理学的研究法に舵を切ることとなった。当時はまだ，消費者行
動研究を専門に扱う学術団体や学術誌は存在しなかったものの，1962 年，Guest が
『Annual Review of Psychology』に「Consumer Analysis」と題する論文を発表し，心
理学と消費者行動研究の接点を明示している（Guest 1962）（1）。
　こうして，心理学理論の援用により消費者購買意思決定を探る取り組みが本格的に開始
されることとなった。当時，主流であった新行動主義的な枠組みから，刺激―反応とその
メカニズムに注目した Nicosia モデル（Nicosia 1966）や Howard-Sheth モデル（Howard 
and Sheth 1969）などが開発される。また，その数年後，米国において消費者行動研究を
専門とする学会「Association for Consumer Research」が設立され，専門誌『Journal of 
Consumer Research （JCR）』が発行されるようになり，消費者行動研究は 1 つの学問領
域としての性格を強めることとなった（2）。
　刺激―反応型モデルは，広告，製品といった入力変数（すなわち，消費者にとっての外
部刺激）が加わった際，購買をはじめとした出力変数（すなわち，消費者の反応）にどの
ような影響を生じるかについて注目している。そのなかで，ブラックボックスとされてき
た反応の過程について，構成概念を仮定することにより説明を図ったのが Howard-Sheth
モデルであった（Howard and Sheth 1969）。構成概念は，知覚構成概念と学習構成概念
に分けられ，後者を設定していることからも，本モデルは学習理論をベースとしているこ
とが読み取れる。これにより，消費者の反復購買に注目することが可能となった。
（1） Annual Review of Psychology には，定期または不定期で消費者行動研究に関する論文が掲載されている。
各論文では，消費者行動研究全体を鳥瞰したレビューが行われており，これらを読むことにより，論文発表
当時の学界における主要な関心事や，いままでの研究展開を容易に把握することが可能である（例えば，
Ariely and Norton 2009 ; Bettman 1986 ; Cohen and Chakravarti 1990 ; Guest 1962 ; Jacoby 1976 ; Jacoby, 
Johar, and Morrin 1998; Kassarjian 1982; Loken 2006; Simonson et al. 2001; Twedt 1965; Tybout and Artz 
1994）
（2） 日本では，1992 年，消費者行動研究を専門とした学術団体である日本消費者行動研究学会が設立された。
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Howard-Sheth モデルによると，消費者は学習機能を有しており，同一カテゴリーでの購
入を繰り返していくうちに，徐々に意思決定が簡素化されていくことが想定されている。
具 体 的 に は， 購 買 経 験 が 少 な い 段 階 で は「広 範 的 問 題 解 決（Extensive Problem 
Solving）」が行われるものの，購買の反復により「限定的問題解決（Limited Problem 
Solving）」，あるいは「習慣的反応行動（Routinized Response Behavior）」へ移行すると
考えられた。Howard-Sheth モデルは，消費者行動研究の科学的地位を向上させ，消費者
の購買意思決定という問題に対して，そのステップを体系化した点において大きく貢献し
た。
　また，同時期に，態度研究も盛んにおこなわれるようになり，態度と行動との関係につ
いてのモデル化も進行した。その結果，ブランド選択行動を全属性の評価に対する総和の
結果として説明した多属性態度モデルが開発された（Fishbein and Ajzen 1975）。
2 － 3　情報処理パラダイムの台頭
　前述した Howard-Sheth モデルは，消費者の同質性を仮定しており，個々の消費者が有
する情報処理能力の違いが考慮されていない。加えて，外部刺激の入力に対して反応を示
すという受動的な消費者像のみを仮定している。こうした限界が指摘されるとともに，い
くつかの研究では，同モデルの経験的テストが行われたものの，いずれにおいても全面的
に支持される結果は得られなかった（Farley and Ring 1970, 1974；Lehman et al. 1974；
Lutz and Resek 1972）。
　こうしたなかで，刺激―反応型モデルに代わる新たなモデルとして提唱されたのが
Bettman モデルに代表される情報処理型のモデルである（Bettman 1970, 1971, 1979）（図 1）。
情報処理パラダイムの考え方においては，刺激―反応型モデルの反省を踏まえ，情報処理
能力の有限性を仮定し，限られた情報処理資源をどのように配分するかという点が考慮さ
れた。また，問題解決のため消費者自身が能動的に情報を取得し，複数の情報を統合しな
がら，製品評価および購買を行っていくことが仮定されている（阿部 1984；新倉 2005）。
そして，購買した製品を消費することにより，学習が生じ，その経験が次回の選択に影響
を及ぼすことになる。
　情報処理型モデルの登場により，消費者行動研究は大きな転機を迎えることとなった。
具体的には，特定のマーケティング刺激（例えば，広告メッセージ，製品など）に対する
消費者の選好や態度の形成について，有力な理論が提示されるようになった点である。情
報処理の動機と能力を考慮し，2 つの態度形成ルートを示した精緻化見込みモデルは，そ
の代表例といえるだろう（Petty and Cacioppo 1986）。また，購買意思決定プロセスを体
系化した EKB モデルは，幾度も改訂され，今日では基本的に情報処理パラダイムをベー
スとしたモデルへと進化している（Blackwell, Miniard, and Engel 2006）。情報処理パラ
ダイムの台頭に伴い，前述の Howard-Sheth モデルの改訂版となる Howard ニューモデル
なども提示された（Howard, Shay, and Green 1988）。
　情報処理パラダイムの台頭は，現実的な消費者行動に近似した購買意思決定モデルの開
発にも貢献している。とりわけ，前述した EKB モデルをはじめ，同パラダイムをベース
とした購買意思決定モデルは複数提唱されてきた。各論者により，用語の違いなどはある
ものの，一般的に想定されているプロセスは以下のとおりである。
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欲求認識→情報探索→購買前製品評価→購買→消費→購買後製品評価
　消費者は何らかの欲求を認識すると，その欲求を満たし得る選択肢について情報探索を
行う。はじめに，情報探索は自身の内部記憶のなかから行われるが，それで不十分な場合，
広告，パンフレット，店員，ウェブサイトなどの外部情報を探索するようになる。続いて，
購買前選択肢評価の段階では，内外から得られた情報を統合しながら，選択肢のなかでど
れが自身にとって望ましいかを判断し，もっとも評価の高い製品が購入される。また，望
ましいと思われる製品がない場合，あるいは情報が不足していると感じられた場合，再度
情報探索段階に戻ることもある（新倉 2005）。購入した製品を消費した後，消費者はその
製品を再評価し，その評価点が期待を上回っていれば満足，下回っていれば不満足を抱く。
　欲求認識の段階から情報処理を進めていくにつれ，評価対象となる製品の集合は変化し
ていく（Brisoux and Laroche 1980）。ブランド・カテゴライゼーションの枠組みによると，
入手可能集合，知名集合，処理集合，想起集合という段階を経るにつれ，消費者が徐々に
選択肢数を絞り込んでいくプロセスが想定されている（Brisoux and Laroche 1980；恩蔵 
1995；守口 2012）。各集合にどれくらいの選択肢が入るかは製品カテゴリーによって異な
るが，過去の研究では，知名集合で約 9 つ，処理集合で約 7 つ，想起集合で約 3 つの選択
肢に絞られていくことが明らかにされている（恩蔵 1995）。
　刺激―反応型から情報処理型へとパラダイム転換したことにより，研究で用いられる
データやその収集方法にも変化がみられるようになった。刺激―反応型の時代には，店舗
での売上データやスキャンパネルデータなどを用いることが多かったが，情報処理型では，
プロトコル法を用いた意思決定プロセスの解明などが図られるようになった（清水 
図 1　消費者情報処理モデル
出典：阿部（1984），122 頁。
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1999）。加えて，Bettman （1979）や Kassarjian （1982）では，購買意思決定プロセスの解
明において，アイトラッキングや脳機能の測定などが推奨されている。
2 － 4　解釈主義的アプローチによる取り組みとその後
　やがて，問題解決のための意思決定を前提とした情報処理パラダイムに対するアンチ
テーゼとして，解釈主義的アプローチが提唱された。解釈主義的アプローチにおいては，
とりわけ消費者の消費行為の意味や快楽性に焦点が向けられ（Hirshman and Holbrook 
1982；Holbrook and Hirshman 1982；武井 1997），研究手法も心理学実験的なものという
よりむしろ，参与観察，エスノグラフィーなど，文化人類学的，民俗学的，社会学的なも
のが主として用いられている（佐藤 2002；武井 1997）。こうした取り組みは，これまで
どちらかというとミクロ的にとらえられていた消費者の購買行動を，文化や社会といった
マクロ的要因と関連付ける契機となるだけでなく，消費文化論や消費記号論などの新たな
領域を生み出すなど（星野 1985；牧野 2015），消費者行動研究に大きな影響を与えたといっ
てよい。一方で，解釈主義的アプローチの台頭が 1 つの端緒となり，マーケティングおよ
び消費者行動研究が科学たり得るのかという科学哲学論争が展開され，同分野の科学的位
置づけを議論する試みも行われた（阿部 2015；石井 1993；堀田 1991, 2006；堀越 2005）。
　今日においても，解釈主義的アプローチは衰えることなく展開されており，様々な研究
成果が発表されている（例えば，Belk 1988, 2009；松井 2013）。一方で，前述の情報処理
型の考え方も依然として強く定着しており，1980 年代以降，今日に至るまで消費者行動
研究における中心的パラダイムとして位置付けられてきた（阿部 2015）。続く第 3 節では，
具体的に情報処理パラダイムにもとづいてどのような研究が取り組まれてきたのかについ
て，さらに展望していくこととする。
3．情報処理型モデルの発展
3－ 1　研究の精緻化
　1979 年，Bettman により情報処理型の購買意思決定モデルが提示されて以降，このモ
デルを構成する各変数やそれに影響を与える諸要因に注目した消費者行動研究が数多く行
われてきた（阿部 1984, 2015）。情報処理型モデルに関連するすべての研究をここで詳細
にレビューしていくことは本論文の目的から逸れるため，代表的なトピックスや既存研究
を取り上げ，その系譜を概観していくこととする。
　すでに述べた通り，消費者が自ら能動的に情報処理を行っていくことを想定した同モデ
ルにおいて，目標は意思決定に影響を及ぼす主要な変数として扱われてきた。これまでも，
目標の構造に注目し，階層性が存在すること（例えば，Lawson 1997），目標階層の抽象
性によって情報処理スタイルが異なること（例えば，Park and Smith 1989；Tybout and 
Artz 1994），目標がその後の製品評価（例えば，Brendl et al. 2003），考慮集合（例えば，
Ratneshwar et al. 1996），購買意図（例えば，Klenosky and Rathans1988；Herzenstein 
et al.2007）に影響を与えることなどが明らかにされてきた。
　また，心理学における自我関与概念をベースに，消費者の目標やそれに続く行動に影響
を及ぼす要因として，関与を取り上げた研究も行われている。古くは，Krugman （1965）
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が広告メッセージに対する関与（すなわち，広告関与）によって，当該広告に対する反応
が異なることを示したことに端を発し，情報処理そのものに影響を及ぼす要因としての購
買関与や（Mitchell 1986），製品が有する特性として製品関与（Zaichkowsky 1985）など，
多数の研究が取り組まれてきた（3）。また，ブランド研究の活発化に伴い，関与と関連する
概念としてブランド・コミットメントが提示された結果，それらの概念整理に取り組んだ
研究（例えば，青木 2004；西原 2013）や，両概念からバラエティ・シーキング行動の定
式化を図った研究（McAlister and Pessemier 1982；小川 2005；新倉 2005）などが展開
されている。
　消費者が有する目標は，情報取得にも影響を及ぼす。例えば，購買関与と外部探索行動
に正の関係が存在し，その結果，消費者の購買後満足も変化する（Punj and Staelin 
1983；Srinivasan and Ratchford 1991）。加えて，外部情報探索量は，購買関与（Jacoby, 
Chestnut, and Fisher 1978），製品知識（Beatty and Smith 1987），使用経験（Moorthy, 
Ratchford, and Talukdar 1997），制御焦点（Pham and Chang 2010）によっても変化す
ることも示されてきた。
　前述のとおり，消費者は外部情報探索を行う前に，自らの記憶のなかで内部情報探索を
行う。その際，消費者の記憶や知識がどのような構造を有しているのか，そしてそれがど
のように影響を及ぼすのかが研究上の重要な関心事となる。例えば，Johnson and Russo 
（1984）は，製品知識と記憶の関係に注目し，関連情報を識別する能力などをはじめとし
た 3 つの能力が製品知識の増大に影響を与えることを明らかにしている。類似した研究は，
Srull （1983）や Hutchinson （1983）によっても取り組まれてきた。また，消費者の気分
（mood）が記憶にどのような影響を及ぼすのかについて検討した研究（例えば，Bower 
1981；Gardner and Vandersteel 1984），消費者の知識について「専門性（expertise）」の
観点から体系化を図った研究（Alba and Hutchinson 1987）なども行われている。
　知識構造に関しては，カテゴリー化の概念も重要なテーマとして扱われてきた。消費者
は，常にいわゆる多属性態度モデル型のピースミール処理を行っているわけではなく，カ
テゴリー化した知識体系を用いたヒューリスティックを用いることもあるためである
（Loken 2006；髙橋 2011；新倉 2005, 2012）。カテゴリー化された知識について，多くの
研究はブランド拡張の文脈で論じており（Loken 2006），類似性概念を用いて拡張ブラン
ドと既存ブランドとの影響関係が探られている（Ahluwalia and Gurhan-Canli 2000；
John, Loken, and Joiner 1998；Morrin 1999）。
　評価に関連する変数として，知覚リスクや知覚品質に注目した研究も展開されてきた。
特に，1980 年代に深刻化した日米貿易摩擦を背景とし，品質の優位性が高い日本製品が
米国内で支持されるなか，消費者がどのように製品品質を判断しているのかという点は強
い関心が寄せられ，影響要因の体系化などが図られた（例えば，Zeithaml 1988）。また，
1980 年代以降，サービス研究の活発化に伴い，消費段階に注目した研究が行われるよう
になり，なかでも，消費者満足に関する研究は，満足に影響をもたらす要因の特定，満足
により生じる行動など，数多く視点から包括的な研究が行われるようになった（Oliver 
2010；阿部 1998）。
（3） 消費者行動研究における関与概念の詳細については，青木（2004）；西原 （2013, 2015）を参照のこと。
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3 － 2　研究潮流の変化と課題
　以上のように，消費者の購買意思決定過程をめぐり，目標，情報探索，知識などの観点
から多くの研究が取り組まれてきた。この内容を踏まえ，消費者行動研究におけるこれま
での研究展開に見られる特徴と，それによって生じている今日的な課題を明確にしていき
たい。
　1 つ目の課題は，「プロセス」という視点がやや軽視され気味であるという点である。
従来の研究では，刺激―反応パラダイムから情報処理パラダイムに至るまで，意思決定の
全体像を示す様々なモデルが示されてきた。とりわけ，情報処理型モデルが提唱されて以
降，モデルを構成する各変数（例えば，目標，関与，知識など）がどのような構造になっ
ているのか，また，ある変数と別の変数がどのような影響関係にあるのか，といった点が
主たる関心事として扱われてきた。こうした研究努力は，モデル自体の精緻化を強く促す
ものであり，購買意思決定モデルの体系化においては必要不可欠な取り組みである。その
一方で，購買意思決定をプロセスとして捉えていこうという視点が徐々に希薄化してきた
可能性も指摘することができる。つまり，個々の変数に関する詳細な吟味が行われてきた
なかで，購買意思決定過程を経時的，時間横断的に捉え，消費者のなかで購買や製品に対
する認識がどのように形成され，変化していくのかという議論が置き去りになっていたと
いう可能性である。
　同じ人物であっても，証明写真で見たときとビデオ映像で見たときでは，その印象が大
きく異なるように，消費者の購買意思決定も，特定時点において個々の製品に対する認識
を観察したときと，プロセスを追いながら観察したときでは，その様相が異なる可能性が
ある。阿部（2009，7 頁）の言葉を借りるならば，購買意思決定を捉えていく際，「消費
者が特定の対象をどう知覚し，どう評価するかということを解明するだけでは不十分であ
り，選択肢の集合の中で，そしてその集合自体が変化する中で，どの対象が最終的に選ば
れるのかというところに直接光が当てられなければならない」のである。
　もちろん，これまでに選択行動をプロセスとして捉えようとした研究が行われてこな
かったわけではない。むしろ，行動意思決定論をベースとした研究では，積極的に論じた
ものもある。しかしながら，そこで想定されていた選択は，ある一定の基準のもと，多数
の選択肢から漸次的，機械論的に 1 つの選択肢へと絞り込まれていく過程である。
　複数の選択肢を目の前にし，比較するプロセスを考慮した場合，例えば，ある文脈にお
いては魅力的に映っていた選択肢が，ある別の文脈においては別の選択肢と比べて見劣り
したり，ある時点で重要と感じられた製品属性が，その後，取るに足らないものであると
判断されたりすることも考えられるであろう。また，阿部（2009）が指摘するように，そ
もそも選択肢の集合自体が，意思決定過程によって変化している可能性もある。このよう
な視点が，既存の研究ではやや希薄であったことが課題の 1 つとして挙げられる。
　もう 1 つの課題は，社会的な外部要因と，個人のなかで生じる内部要因の関係が十分に
議論されていない点である。かつては，社会全体のなかでの消費者を想定し，社会的な外
部変数（例えば，準拠集団や家族など）の影響について議論が行われてきたが，情報処理
パラダイムが台頭して以降，個人内部の認知に着目した研究（例えば，記憶研究や態度―
選択に関する研究など）が行われるようになった。こうした変化は，何人かの研究者によっ
ても指摘されている。例えば，Simonson et al. （2001）は，過去の消費者行動関連ジャー
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ナル（JCR，Journal of Marketing Research，Journal of Consumer Psychology）に掲載
された論文を分類する試みを行った。心理学が「社会心理学」「認知心理学」と分類され
ているのに従い，彼らは消費者行動研究を「社会的研究」「認知的研究」という軸によっ
て分類している。その結果，過去から現在に至るまで，記憶，知識，意思決定等をテーマ
とした個人の認知的活動を対象とした研究が飛躍的に増加している一方で，家族，準拠集
団，帰属などをテーマとした社会的な側面に焦点を向けた研究が減少傾向にあることを明
らかにした。同様の傾向は，その後の研究によっても指摘されている。Wang et al. （2015）
は，1974 年（創刊年）から 2014 年に至るまでの過去 40 年間の JCR 掲載論文約 2,000 本
を対象にテキストマイニングを実施し，テーマの変遷などを明らかにした。これによると，
かつて盛んに行われていた「家族購買意思決定（Family Decision Making）」に関する研
究が大幅に減少しているとともに，「自己統制および目標（Self-Control and Goals）」や「感
情的意思決定（Emotional Decision Making）」といった個人レベルに注目した研究が増加
している傾向が見られたという。清水（1999）も，消費者行動に影響を及ぼす要因を外面
的要因と内面的要因に分類し，それぞれが有する影響やメカニズムを統合する必要性を主
張している。
　消費者行動研究に限らず，科学一般において，研究水準の上昇や知見の蓄積に伴い，社
会要因などのマクロレベルの議論から認知要因などのミクロレベルの議論に視点が変化し
ていくことは決して珍しいことではないかもしれない。しかしながら，もしその努力の「副
作用」として，研究成果と現実的な消費者行動との間で乖離が生じているとするならば，
それを埋めていく作業が求められる。消費者はあらゆる社会的要因（例えば，他者との関
係，文化的規範など）による影響を受けるが，それだけではなく，例えば他者との関係性
という外部要因は，たとえ製品そのものに関する入力情報でなくても，消費者の認知的な
パターンという内部要因に変容をもたらす可能性がある。例えば，「誰かのための購買」（す
なわち，贈与品購買）という一般的な購買行動を例にとってみると，「誰か」という外部
の第三者に対して，どのように知覚するかによって，消費者内部の認知的処理に影響を与
える可能性もある。また，「誰かからクチコミで勧められたサービスを利用する」という
状況の場合，その「誰か」がどのような人物なのか，どのような関係にあるのかによって，
その後行われる情報処理や結果的に生じる購買行動も変容していくはずである（澁谷 
2013）。しかしながら，こうした議論は，消費者行動研究において十分には行われてこなかっ
たように思われる。研究対象が微細で特定的になりすぎると，消費者の外部と内部で生じ
る相互の影響関係が捉えられなかったり，説明が十分にできなかったりする危険がある。
4．変容性の問題
4－ 1　消費者の変容性
　以上で論じたように，消費者行動研究の進展に伴い，購買意思決定に関する多くの知見
が得られている一方で，残された課題も存在する。消費者の購買意思決定は，漸次的，機
械論的に進められるものとして捉えるのではなく，何らかの外部，内部の状況変化により，
紆余曲折を経ながら最終判断が下されるものとして捉えたほうが，実際の消費者像に迫れ
るのではないかと思われる。また，選択を行っていく過程において，順序立てて選択肢が
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絞り込まれていくのではなく，その時々によって重視する属性が変化していくことも考え
られる。こうした，何らかの要因によって容易に影響を受け，意思決定が移ろいでいく消
費者像を，本論文では「変容性の高い」消費者と呼ぶこととする。『広辞苑第六版』によ
ると，変容とは「姿・形が変わること」を意味する。本稿の関心は，まさしく消費者の意
思決定過程とその結果として生じる反応が「いかに変わりやすいか」を示していくことに
ある。
　消費者情報処理に変容をもたらす要因は様々なものが想定されうる。もちろん，説得に
より生じる態度変容もその一例ではある。しかしながら，消費者情報処理に変容をもたら
すのは，広告メッセージ等のマーケティング刺激だけではない。例えば，意思決定自体が
プロセスであるということを考えるならば，時間推移によって消費者の選択方法が変容し
ていくこともあるだろう。また，自己と他者との関係性などの社会的な要因なども存在す
るはずである。
　以下では，特に前者の「時間推移」に注目し，消費者の購買意思決定過程が時間経過と
ともにどのように変容していくのかについて探索的に明らかにしていく。
4 － 2　探索的調査（4）
　自動車購買時における重視属性と購買までの時間との関係を明らかにするため，2011
年 9 月，自動車に関するオンライン調査を実施した。対象となったのは，首都圏または近
畿圏に居住する 18 歳以上の消費者 412 名（男性 75.5%：女性 25.5%）である。調査では，
まず①自動車を購入する予定があるか否かを尋ねたうえで，「ある」と回答した人のみ，
②何か月後に購入予定か，③自動車の購入において 7 つの属性をどれくらい重視するのか
について 7 点式リッカート尺度（1：重視していない～7：重視している）で回答してもらっ
た。7 つの属性は，各種自動車情報サイトなどを参考に，「車種のイメージ」「企業メーカー
のイメージ」「ボディのデザイン」「走行性能（馬力やトルクなど）」「環境性能」「燃費」「価
格」を設定した。
　集計を行った結果，①自動車購入予定の有無に関する質問において，123 名が「購入予
定がある」と回答していたため，これらの回答をもとにさらに分析を進めていくこととす
る。購入予定時期を 4 分位法によって分割したところ，遠い群は平均で約 4 年後（n = 
25；M = 47.571），近い群は平均で約半年後（n = 28；M = 6.080）となった。それぞれの
群における重視属性の平均値を求めたところ，多くの属性において両群の違いが見られた
（図 2 ならびに表 1）。
　遠い将来に購買を予定している消費者が重視していたのは，「車種のイメージ」「企業メー
カーのイメージ」「ボディのデザイン」であった（いずれも 5% または 10% 水準で有意）。
これらの属性は，いずれも「イメージ」「デザイン」に関連した内容であり，具体的，客
観的には評価することが難しい抽象的なものといえる。これに対し，近い将来に購買を予
定している消費者が重視していたのは，「走行性能（馬力やトルクなど）」「燃費」であっ
た（いずれも 5% または 10% 水準で有意）。これらは，スペックとして数値化できる属性
（4） 本調査は，早稲田大学マーケティング・コミュニケーション研究所における研究プロジェクトの一環として
行われた。
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であり，具体的，客観的な評価指標といえるだろう。なお，「環境性能」「価格」について
は，両群における違いが見られなかった（p > .600）。
4 － 3　変容性を理解するための視点
　以上の結果を踏まえると，同じ自動車購入という目標であっても，それがどれくらい遠
い将来に予定されているものなのかによって，重視される属性が異なっていることが理解
できる。もちろん，この調査結果は，サンプル・サイズが小さく，取り上げている属性も
限定的である。したがって，この結果をもって消費者の意思決定がどのように変容してい
るのかを完全に描き切ることはできない。しかしながら，少なくとも，消費者はいつでも
特定の選択基準を持ち，それをもとに首尾一貫した購買意思決定を行っているとは限らな
表 1　重視属性の平均値
購買予定時期
t 値 p 値
遠い将来 近い将来
車種のイメージ 5.44 4.75 2.035 .047
企業メーカーのイメージ 5.60 4.79 2.149 .036
ボディのデザイン 5.56 4.71 1.684 .098
走行性能馬力やトルクなど 4.84 5.43 －1.798 .078
環境性能 5.08 5.00 .227 .822
燃費 4.28 5.43 －2.088 .042
価格 5.52 5.68 －.411 .683
図 2　自動車購入予定者の重視属性
注：図中の * は 5% 水準で有意，†は 10% 水準で有意の意。エラーバーは標準誤差（±1SE）を表している。
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いという点は，本調査の結果から示唆されるであろう。
　消費者意思決定の変容性に対しては，様々なアプローチが試みられている。意思決定の
非合理性を仮定した行動経済学にもとづく議論は，その代表例といえるだろう。例えば，
言語的なフレーミングやアンカリングといった諸要因が消費者の選好や判断にどのような
変化をもたらすのかについて，豊富な示唆が提供される。また，時間割引率の概念を援用
することにより，利得や損失の価値判断に時間の概念を考慮することも可能になる。
　一方，前述の探索的調査の結果を包括的に説明するうえでは，解釈レベル理論が有用で
あると考えられる。解釈レベル理論は社会心理学において構築された理論であり，対象に
対する心理的な距離感（例えば，時間的距離，社会的距離）によって，その捉え方がどの
ように変化するのかを説明している（Liberman and Trope 2008；Trope and Liberman 
2003）。具体的には，対象まで心理的に遠いと感じた場合，解釈レベルが高次になり，人
はその対象の抽象的，上位的，脱文脈的，目標関連的な側面に注目する。一方，対象まで
心理的に近いと感じた場合，解釈レベルは低次になり，人は対象の具体的，上位的，文脈
的，目標非関連的な側面に注目する。
　前述の調査結果を改めて見てみると，自動車を遠い将来に購入しようと考えている消費
者たちは，車種やメーカーのイメージ，およびデザインといった属性を重視している。こ
れらの属性は，数値で客観的に表すことができない抽象的な属性といえる。これに対し，
自動車を近い将来に購入しようと考えている消費者たちは，走行性能や燃費など，数値と
して表すことができる具体的な属性を重視している。購買までの時間的距離が遠い消費者
が抽象的属性を重視し，近い消費者が具体的属性を重視しているという結果は，解釈レベ
ル理論の想定と一貫するものである。
　こうした傾向は，日本の消費者を対象とした定性研究によっても示されている。石井ほ
か（2010）は，解釈レベル理論に注目し，消費者の評価軸や選択軸が時間経過によってど
のように変化しているのかを明らかにすべく，グループ・インタビューを実施した。イン
タビューは，2010 年 2 月から 3 月にかけて行われ，都内の私立大学に通う大学生および
大学院が参加している。対象とした製品カテゴリーは，デジタルカメラ，スマートフォン，
パソコンの 3 つであり，これらの製品カテゴリーのいずれかを購入した，あるいは購入を
検討している参加者によって 2 つのグループが構成された（グループ 1 は 14 名，グルー
プ 2 は 18 名）。
　グループ・インタビューにおいては，「製品を購入する前の評価基準や選択基準，現在
の使用状況，製品に対する満足度」「現在の評価軸」などについて質問が行われた。その
結果，複数の参加者から評価軸の変化が読み取れる回答が得られたという。
　例えば，パソコンを購入したある参加者は，「元々，パソコン特集記事の専門家のコメ
ントや性能評価を見て，最も評価の高いものを買おうと思っていた」が，「店頭に行ったら，
なぜかデザインのことが急に気になりだして，最もデザインが優れていたものを購入した」
と述べたという。また，使用前後の評価軸について尋ねたところ，スマートフォンを購入
したある消費者は，使用前，「便利な機能が魅力的に見えてきた」「検索機能が魅力的」「情
報量も普通の携帯と違う」など，機能性を評価軸の中心に置いていたのに対して，使用後
は「便利な機能が多い分，使い方がすごく複雑」「電池が直ぐになくなる」など，使いや
すさに関する側面について言及していたという。
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　こうした質的なデータからも，消費者自身の評価軸や選択軸は常に一定ではなく，むし
ろ時間経過という 1 つの要因によって，複雑に変容していく様子を読み取ることができる。
5．議論
　本稿では，これまで展開されてきた消費者行動研究の系譜を概観したうえで，残された
課題について議論した。特に，時間経過や他者との関係など外部的な要因によって変容し
やすい消費者像を捉えていく必要があること，また探索的調査の結果をもとに，時間的な
推移に伴い消費者の評価軸や選択軸が変容していく可能性を示してきた。
　消費者を取り巻く今日の環境を考えた場合，購買意思決定の変容性はますます高まって
いくものと予想される。とりわけ，市場環境要因が消費者の意思決定に与える影響は小さ
くないであろう。
　今日，コモディティ化の進展に伴い，市場には類似した膨大な数の製品やブランドがあ
ふれている（恩蔵 2007）。もし，選択肢間の違い（すなわち，知覚差異）が明確であり，
それらの優劣が決定的に示されているのであれば，消費者の選択はそれほど複雑にはなら
ないはずである。圧倒的に品質が優れた製品に選択が集中するため，消費者の購買意思決
定を予測することも容易であろう。しかしながら，実際に今日の市場環境を見た場合，選
択肢間の知覚差異が極めて低く，決定的な選択肢を見つけることは困難である。いわば「決
定打がなく，どれを選んでよいのか分からない」という状況により，消費者の選択基準や
重視属性がますます移ろいやすくなっている可能性がある。
　選択肢間の類似性が高まっているとともに，そもそも選択肢数が増えているという指摘
もある。例えば，Trout and Rivkin （2008）は，1970 年初頭から 1990 年末にかけての約
30 年間において，米国の主要製品（または製品カテゴリー）の選択肢数を調べている。
その結果，多くの製品において，選択肢数が大幅に拡大している様子が浮かび上がってき
た（表 2）。消費者は，かつてないほど多数の選択肢を前に，購買意思決定を行っている
のである。
　さらにコミュニケーション環境の多様化に伴い，消費者が接触する情報量も大きく変化
している（青木 2012；安藤 2017；清水 2013）。企業が発信する広告だけでなく，DM や
アプリによって，消費者は日ごろから毎日膨大なメッセージを受け取る。Spenner and 
Freeman （2012）が実施した，世界の消費者 7,000 人を対象とする大規模調査では，企業
からの膨大な情報やメッセージが，結果的に消費者のネガティブな反応をもたらし，企業
から消費者を遠ざけている実態が明らかになった。こうした結果を踏まえ，彼らは，消費
者にとっての「選択のしやすさ」を考えるよう企業に警鐘を鳴らしている。
　以上の内容をまとめるならば，選択肢数が増えるなかで，各選択肢の品質は一定レベル
まで達しており，いずれも「似たり寄ったり」の状況であることがうかがえる。加えて，
決定打となる選択肢が見えづらいなかで，膨大なマーケティング・メッセージにさらされ
る。こうした市場環境およびコミュニケーション環境において，消費者の評価軸や選択軸
は今まで以上に変容性を高め，何らかのわずかな要因によって意思決定が大きく変わって
くることが予想される。
　本稿では，購買意思決定研究の理論的展開を概観するとともに，今後の課題として「変
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容性」の概念を提示した。こうした目的ゆえ，既存理論との結びつきや研究蓄積について
詳細を吟味することはできなかった。しかしながら，前述の解釈レベル理論をはじめ，周
辺領域においては，変容性に迫るための新たな理論が複数提示されている。今後は，これ
らの理論にもとづき，変容する消費者意思決定を体系的に捉え，既存理論からどのような
アプローチが可能かについて詳細に議論していく必要があるだろう。こうした取り組みは，
しばしば「読めない」と言われている現実の消費者行動に接近するうえでも重要な課題で
ある。
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〔抄　録〕
　消費者行動研究において，購買意思決定プロセスの解明は古くから中心的なテーマとし
て扱われ，複数の有力なモデルが提示されてきた。今日主流となっている情報処理型モデ
ルにおいては，消費者が購買意思決定を行う際，内外から獲得された情報をもとに各選択
肢を個別に評価し，最も好ましく評価された製品を選択するというプロセスが想定されて
いる。しかしながら，消費者は本当にこのような首尾一貫した意思決定を行っているので
あろうか。実際の消費者行動に目を向けてみると，意思決定を行っていくなかで，時間推
移とともに選好が逆転したり，重視する選択基準が変化したりすることも少なくないので
はないか。本研究は，こうした問題意識のもと，消費者の意思決定が有する変容性に注目
した。調査の結果や先行研究の知見を整理し，考察を行った結果，購買や製品消費までの
時間推移によって，製品の選択基準や重視属性が変容しうることが示された。
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